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〈自由論文〉
韓国における日系企業のコア人材育成
―2006 年調査および現地韓国企業との比較を中心に―
Core Personnel Development of Japanese Companies in Korea
	 	 	 鈴　木　岩　行	 黄　　　八　洙
	 	 	 Iwayuki	Suzuki	 Palsu	Hwang
【Abstract】
This paper is a study on core personnel development of Japanese Companies in Korea. Core personnel 
represents the particular person that is selected as a main stream management personnel at the early 
stage of his/her business carrier and promoted relatively faster than others. He/She is expected to play a 
role in a company in the future.
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1.　はじめに：研究の目的
　日本企業の韓国への投資が 2010 年から 5年連
続で 20 億ドルを超え，第 2 次世界大戦後では
1973 年前後，1980 年代後半，1990 年代末，2000
年代半ばに次ぐ，5度目の対韓投資ブームと言わ
れている。対韓投資ブームの要因として，①拡大
する韓国企業向け需要の獲得，②韓国の消費市場
の獲得，③コスト削減（生産コストだけでなく，
FТAネットワークの充実によるものを含む），
④韓国の技術・顧客基盤獲得，⑤中国・アジア向
け生産拠点確保等がある 1）。
　韓国への日本企業の進出は続いているが，海外
における日系企業の経営に関しては以下のような
課題が指摘されている。生産現場では有効な内部
育成・内部昇進，そして結果的に生じる遅い昇進
が，海外でホワイトカラーに敬遠され，せっかく
育成してもすぐにやめてしまう。また，幹部候補
の早期選抜・育成も，日本企業の伝統的な人的資
源管理になじまず，海外子会社人材の活用におい
て日本企業が欧米企業に後れを取る要因とされて
いる 2）。また，日本企業における人事面の現地化
の遅れ，すなわち日系企業では経営者層になれな
い（なりにくい）ということが現地人スタッフの
昇進に対する不満となり，有能な人材の採用や定
着に関する問題を引き起こしていると言われてい
る 3）。これらの問題を解決するには，日本企業で
行われているHRMシステムを職能資格制度から
職務給制度へ改革する必要があるとされている 4）。
　鈴木の 1997 〜 2001 年に行ったアジア 10 か国
の日系企業の経営システムに関する調査では，日
系企業自身は業績・成果を重視した処遇管理を実
施しているつもりでも，実際は年功序列型昇進・
昇給制度が行われているという結果が明らかと
なった 5）。
　海外の日系企業が「将来中核を担うと目される
コア人材をどのように選抜・育成・登用している
1
か」を調査（以下，「コア人材育成に関する調査」
と呼ぶ）することにより，前述の日系企業の課題
である（1）内部昇進・内部育成となっているか，
（2）早期選抜・育成になっているか，（3）経営者
層へ登用しているかについて，さらに（4）課題
を解決するのに必要とされる職務給制度は導入さ
れているかについて明らかにしようとした。
　日系企業のコア人材育成に関する調査を，2002
年から現在までに鈴木はアジアの 13 か国・地域
で計 21 回行った（シンガポール，マレーシア，
タイ，中国，インド，香港，台湾，韓国，フィリ
ピン，インドネシア，ベトナム，ミャンマー，カ
ンボジア）6）。この調査により現地国でどのよう
な人的資源管理を行うかは，日系企業が経営的に
成功するか否かにとって重要な要因であることが
明らかとなった。
　本調査は韓国の日系企業の人材育成の現状を明
らかにすることにあるが，次の 2点に注力した。
先ず第 1点は，前回 2006 年調査との比較である。
前回調査で，韓国はコア人材制度の受け入れ度が
2点（どちらかというと受け入れる）を下回った
5 か国の 1 つである 7）。2006 年の調査から 11 年
経過した 2017 年に前回と同様の調査を行った。
2006 年調査時は，1997 年のアジア金融・経済危
機以降，韓国企業の人事管理制度は年功主義的な
ものから成果主義的になった（なりつつある）と
言われていた 8）。韓国で日系企業の人材育成はど
のように変化しているのであろうか。第 2は，韓
国の現地企業 9）（以下，韓国企業と記す）との比
較である。韓国企業の人材育成はどのように行わ
れているのか，また実際は成果主義があまり進ん
でいないともされているが 10），どのくらい成果
主義的なのか韓国企業の人材育成の実態を明らか
にする。前回調査と比較対照することで，日系企
業の能力・業績を重視し早期選抜・登用する人事
制度を実施するという方向に向かっているか，ま
た，韓国企業と比較することで，日系企業の能
力・業績重視，早期選抜・登用はどの程度のもの
かを明らかにしたい。
2.　アンケート調査結果の概要
　今回の韓国における日系企業に対する調査は，
前回の調査と同様にアンケート用紙を送付する形
で行った。2017 年 1 月，今回も基本的に前回の
調査と同じ地域（ソウルおよび近郊）の企業を中
心に計 100 社へアンケート用紙を送付し，11 社
から回答を得た（以下，調査年を明確にするため，
17 年調査と略す）。内訳は，ソウル 7社，ソウル
近郊の京畿道 1社，忠清南道 1社，慶尚南道 2社
である。なお，2006 年の調査（以下，同様に 06
年調査と略す）では日系企業 15 社から回答が
あった。在韓国日系企業の状況の理解の助けとす
るために，これまでに調査したアジア 13 か国の
日系企業の平均（以下 13 か国平均と略す）も併
記する。韓国企業は 11 社から回答を得た（2017
年 2 〜 3 月に調査を行い，ソウル 6社，京畿道 3
社，大邱 1社，慶尚南道 1社である）。
2.1.　進出企業の現状について
　まず，アンケートに回答してくれた企業の現状
を述べる。
　1.　進出企業の本社の業種
　日系企業は 2回の調査とも製造業が大多数を占
めている。06 年調査 78.5％，17 年調査 81.9％で
ある。06 年調査で最も多かったのは機械関連製
造業と消費関連製造業（35.7％）であった。17 年
調査では最も多かったのは素材関連製造業で
7.1％から 45.5％へ大幅に増大し，次の機械関連
製造業は 27.3％とやや減少し，3番目は運輸・通
信業だった（18.2％）。消費関連製造業は 9.1％で
大幅に減少している。17 年調査はアジア 13 か国
平均と比べると，機械関連製造業（43.4％）は少
なく，素材関連製造業（14.7％）が多い。韓国企
業も製造業が 3分の 2近くを占めており，最も多
かったのは消費関連製造業（45.5％）で，次いで
建設・不動産業（27.3％）である（表 1）。
　2-1.　本社の企業規模（従業員数）
　進出企業本社の規模を従業員数で見ると，日系
企業は 2回の調査とも 300 人以上の企業が半数以
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上を占めており，大企業の比率が高い。06 年調
査の 84.6％から 17 年調査の 80.0％へ大企業の比
率が少し下がっている。アジア 13 か国平均は
300 人以上の企業が 77.2％で，17 年調査企業の本
社の規模は平均的と言える。韓国企業については
6-1.　現地（子）会社の企業規模（従業員数）で
取り上げる（表 2-1）。
　2-2.　海外子会社数
　日系企業は，多国籍企業の目安の 1つである海
外子会社を 5社以上有する企業は 9社で，回答の
あった企業での比率は 81.8％である。17 年調査
では多国籍企業としての要素をクリアする企業が
多い（表 2-2）。
　3.　現地（子）会社設立年
　日系企業は前回調査から 11 年経過したが，設
立年数 10 年以下の新しい企業は，06 年調査の
42.9％から 17 年調査の 18.2％へ比率が大きく減
少した（設立年数 11 年以上の企業が 81.9％）。ア
ジア 13 か国の設立年数 10 年以下の平均は 40.9％
である。韓国企業は設立年数 11 年以上の企業が
72.7％を占めている。すべて 16 年以上の企業で，
一方で 5 年以下の企業も 18.2％で 2 番目に多い
（表 3）。
　現地企業と日系企業の子会社を同一の表で比較
する場合，「現地（子）会社」と記す。以下，同様。
　4.　現地（子）会社の企業形態
　06 年調査では単独出資が圧倒的（84.6％）で，
合弁企業の比率が低かった（15.4％，内訳は多数
合弁のみ，少数合弁 0）が，17 年調査では単独出
資が 81.8％とやや減少し，合弁企業の比率が
18.2％（内訳は多数合弁 9.1％，半数合弁 9.1％）
へ少し増加している。アジア 13 か国の単独出資
の平均は 65.9％で，韓国の日系企業の進出形態は，
アジア 13 か国の単独出資の平均よりかなり多い。
韓国企業は韓国資本の株式会社が 100％で，外資
との合弁企業はない（表 4）。
　5.　現地への進出目的（1位を 3点，2位を 2点，
3 位を 1 点として合計点を計算し，各項目
の合計点に占める割合を算出した）
　前回 06 年 調 査 の上位は，1 位 現 地市場
（46.2％），2位本社等関連企業との関係（29.5％）
である。17 年調査は，1位現地市場（48.2％），2
位本社等関連企業との関係（16.1％），3位は同率
で第三国への輸出と法的・税制等の優遇措置
（12.5％）で，ここまでが 10％以上である。現地
市場はほぼ同じであるが，法的・税制等の優遇措
置が大きく増大した。これは韓国の FТA等の
活用を目的に進出したからではないかと考えられ
る。アジア 13 か国の平均は，1 位現地市場
（32.4％），2 位安価な労働力（24.7％），3 位本社
表 1　本社の業種（％）
現地 17 年 日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
1.消費関連製造業 45.5 9.1 35.7 18.7
2.素材関連製造業 9.1 45.5 7.1 14.7
3.機械関連製造業 9.1 27.3 35.7 43.4
4.卸売・小売業 0 0 7.1 6.2
5.金融・保険業 0 0 0 1.3
6.建設・不動産業 27.3 0 0 3.4
7.情報・メディア業 0 0 0 1.5
8.サービス・飲食店業 0 0 7.1 1.1
9.運輸・通信業 0 18.2 0 5.0
10.エネルギー関連業 0 0 0 1.0
11.その他 9.1 0 7.1 2.9
表 2-1　本社規模（従業員数，％）
現地 17 年 日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
300 人未満 90.9 20.0 15.4 22.8
300 人以上 9.1 80.0 84.6 77.2
表 2-2　海外子会社数　日系 17 年調査
海外子会社数 1 2 〜 4 5 〜 9 10 以上
社数 2 0 0 9
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等関連企業との関係（14.2％）である。韓国日系
は現地市場の比率の高さが際立っている（表 5）。
　6-1.　現地（子）会社の企業規模（従業員数）
　現地子会社の企業規模を従業員数で見ると，
300 人未満の小規模な企業が 17 年調査は 06 年調
査より大幅に減った（06 年調査 93.3％，17 年調
査 80.0％）。17 年調査では設立年数 5年以下の企
業が少ないことが関係していると思われる。アジ
ア 13 か国の平均は，300 人未満の企業が 63.2％
なので，17 年調査は平均より多い。韓国企業は
300 人未満の企業が 90.9％で，17 年調査日系企業
よりも小規模の企業が多い（表 6-1）。
　6-2.　ホワイトカラー従業員数別企業数（17 年
調査）
　現地子会社をホワイトカラー従業員数別に見る
と，1〜 9 人の企業が 4 社，10 〜 19 人の企業が
1社，20 〜 29 人の企業が 0，30 〜 39 人の企業が
1社，40 〜 49 人の企業が 0，50 〜 99 人の企業が
2 社，100 人以上の企業が 3社で 1 社平均は 67.1
人である。ホワイトカラーが 1ケタしかいない企
業は 4 社（36.4％）で，15 年度に調査したイン
ド 11）やインドネシア 12）の日系企業に比べて，ホ
ワイトカラーの人数が多い（表 6-2）。
　6-3.　役員・管理職における日本人が過半数の
企業の比率
　17 年調査の役員および管理職において日本人
が過半数となっている企業の比率を見ると，管理
職クラスでは日本人が過半数となっている企業は
少なく（10.0％），こちらは 06 年調査（6.7％）よ
りやや増加しているが，役員では日本人が過半数
となっている企業は 50.0％で，06 年調査の
73.3％より大幅に減少している。アジア 13 か国
の平均は，役員クラスで 85.6％，管理職クラスで
27.9％であり，17 年調査企業は平均より現地化が
表 3　現地（子）会社　設立年（％） 表 4　現地（子）会社　企業形態（％）
表 5　進出目的（％）
現地 17 年 日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
16 年以上前 72.7 45.5 21.4
59.1
11 〜 15 年前 0 36.4 35.7
6 〜 10 年前 9.1 0 28.6 17.1
5 年以内 18.2 18.2 14.3 23.8
現地 17 年 日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
多数合弁 0 9.1 15.4 23.2
少数合弁 0 0 0 7.3
単独出資 100 81.8 84.6 65.9
その他 0 9.1（半数合弁） 0 3.3
日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
1.安価な労働力 3.6 7.7 24.7
2.現地市場 48.2 46.2 32.4
3.第三国への輸出 12.5 7.7 11.8
4.逆輸入 0 1.2 3.8
5.本社等関連企業との関係 16.1 29.5 14.2
6.法的・税制等の優遇措置 12.5 0 8.1
7.情報収集 7.1 7.7 5.6
8.その他 0 0 1.1
表 6-1　現地（子）会社の企業規模（従業員数，％）
現地 17 年 日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
300 人未満 90.9 80.0 93.3 63.2
300 人以上 9.1 20.0 6.7 36.7
表 6-2　日系企業におけるホワイトカラーの人数別企業数（2017 年）
人数 1〜 9 10 〜 19 20 〜 29 30 〜 39 40 〜 49 50 〜 99 100 以上 平均
社数 4 1 0 1 0 2 3 67.1
％ 36.4 9.1 0 9.1 0 18.2 27.3
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かなり進んでいると考えられる（表 6-3）。
　7.　現地子会社へ移譲されている権限（全くな
いを 0点，あまりないを 1点，どちらかと
いうと多いを 2点，非常に多いを 3点とし，
回答企業の平均をとった）
　06 年調査では，8項目のうち 2項目でしかどち
らかというと多いの 2点を超えていなかった。17
年調査で最も委譲度の高いものは，人件費総額の
決定（2.63 点），次に生産販売量の決定（2.36），
現地広報活動（2.09）で，2 点を上回る項目はこ
の 3つである。一方，あまりないの 1点前後の項
目はない。アジア 13 か国の平均も，委譲度の高
い項目は人件費総額の決定，生産販売量の決定，
現地広報活動，固定資産の購入・処分の 4つで，
低い項目は新事業の企業化，現地法人の役員人事，
貸付・借入・債務保証である（表 7）。
2.2.　コア人材の育成について
　ここからは回答企業が，ホワイトカラーの中か
らコア人材の育成にどのように取り組んでいるか
を，（1）コア人材の充足度，（2）採用方法（内部
昇進・内部育成に関わる）・選抜要件・決定時期
（早期選抜・登用に関わる），（3）昇進させる職位
（経営者層への昇進ができるかに関わる）と必要
な職種，（4）育成施策の実施率とキャリア形成の
パターン（職務給制度の採用と関わる），（5）定
着施策，（6）コア人材制度の評価と受け入れ度の
順に見る。
　8.　コア人材の充足度について（かなり不足を
－2点，やや不足を－1点，十分であるを 0
点，やや余剰を 1点，かなり余剰を 2点と
し，回答企業の平均をとった）
　06 年調査は－1.15 であったが 17 年調査では－
1.18 で，06 年調査よりも不足感は少し強くなっ
たが，アジア 13 か国平均の－1.28 よりも不足感
は弱い。韓国企業は－0.91 で日系企業より不足感
はかなり低い（表 8）。
　9-1.　採用方法について（選択肢 8，全くない
を 0点，あまりないを 1点，どちらかと
いうと多いを 2点，非常に多いを 3点と
し，回答企業の平均をとった）
　コア人材の採用方法は，日系企業は 17 年調査
の 1位は職業紹介機構を通じての採用（1.82）で
06 年調査のインターネットによる採用から変化
した。第 2 位の新規学卒者の定期採用は 1.55 で
0.47 点増加したが，8つの選択肢のうち中位数の
1.5 点を超えるものは 2つだけである。内部育成
でない採用方法のうち，他社からヘッドハント
（0.73）や関連企業等からの出向・転籍（0.45）は
少ないが，本社からの派遣・出向（1.36）は比較
的多く 3位である。アジア 13 か国平均を見ると，
1位は職業紹介機構を通じての採用（1.67），2 位
は新聞・求人雑誌等による採用（1.36）である。
他社からヘッドハント（0.73）と関連企業等から
の出向・転籍（0.51）はアジア 13 か国平均でも
少ない。韓国企業はインターネット・サイトによ
る採用（2.18）が最も多い。2位は社員による紹
介（1.55）である（表 9-1）。
　9-2.　コア人材の選抜要件（選択肢 11，うち 3
つを回答。1位を 3点，2位を 2点，3位
表 6-3　役員・管理職において日本人が過半数
を占める会社の比率（2017 年，％）
日系 17 年調査 日系 06 年調査 10 か国平均
役員 50.0 73.3 85.6
管理職 10.0 6.7 27.9
表 7　現地子会社としての権限
現地法人のもつ権限 日系 17 年調査 日系 06 年調査 9か国平均
1.人件費総額の決定 2.63 2.29 2.64
2.固定資産の購入 ･処分 1.92 1.86 2.00
3.生産販売量の決定 2.36 1.50 2.21
4.利益処分・再投資 1.64 1.07 1.57
5.貸付 ･ 借入 ･債務保証 1.64 0.64 1.33
6.現地法人の役員人事 1.64 0.86 1.20
7.新事業の企業化 1.64 0.75 1.18
8.現地広報活動 2.09 2.07 2.05
表 8　現地コア人材の充足度
現地 17 年 日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
-0.91 -1.18 -1.15 -1.28
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を 1点として合計点を計算し，各項目の
合計点に占める割合を算出した）
　選抜要件は 17 年調査では 1位人柄（18.2％），
2位は同率で語学力とリーダーシップ（16.7％），
4 位実行力（13.6％）である。17 年調査では，
リーダーシップは 06 年調査と順位が変わらない
が，人柄が大きく増加し（10.8％増）1 位となっ
た一方，語学力は減少し 2 位となった。他に
10％以上のものは専門性だけである。選抜要件
のアジア 13 か国の平均は，1位リーダーシップ，
2位実行力，3位問題解決力である。韓国企業は
1位専門性（27.3％），2位社内外での過去の実績
（16.7％），3 位 は同率で学歴と問題解決力
（10.6％）で，10％以上のものはここまでである。
韓国企業の上位のうち，日系企業の 06 年，17 年
調査で上位に入っている要件は専門性だけであり，
日韓企業で選抜要件が異なっている（表 9-2）。
　10-1.　コア人材選抜の決定時期（選択肢 5，う
ち 1つ回答）
　17 年調査のコア人材選抜の決定時期は 1位が
入社後 5年以上（45.5％）で，2 位は入社時と入
社後 1〜 3年（18.2％），4位は入社後 1年以内と
入社後 3 〜 5 年（9.1％）である。コア人材とし
て選抜するまでに入社後 3年以上かけている企業
が 54.6％である。06 年調査では入社後 3 年以上
かけている企業が 57.2％だったので，入社後 3年
以内に選抜する企業（45.5％）はほとんど変わら
ないが，入社時に決定する企業は大幅に増えてい
る（0％から 18.2％へ）。入社後 3 年以内に選抜
する企業のアジア 13 か国の平均は 38.7％なので，
17 年調査の在韓国日系は平均よりやや遅い選抜
である。韓国企業で入社後 3年以内にコア人材に
選抜しているのは 45.5％で，17 年調査の日系と
同じであるが，入社後 5年以内を見ると，韓国企
業は 90.9％で，日系（54.6％）よりも早く選抜し
ている（表 10-1）。
　10-2.　コア人材選抜の最終決定者（選択肢 5，
うち 1つ回答）
　コア人材選抜の最終決定者は，2回の調査とも
子会社の社長・役員が 8割以上を占めて圧倒的で
表 9-1　現地コア人材の採用方法
採用方法 現地 17 年 日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
1.新規学卒者の定期採用 0.91 1.55 1.08 0.93
2.新聞，求人雑誌等による採用 0.82 0.64 1.50 1.36
3.職業紹介機構を通じて採用 0.82 1.82 1.50 1.67
4.他社からヘッドハント 0.55 0.73 1.00 0.73
5.本社からの派遣・出向 0.09 1.36 1.00 0.90
6.関連企業等からの出向・転籍 0.55 0.45 0.58 0.51
7.社員による紹介 1.55 0.82 0.91 1.10
8.インターネットによる採用 2.18 1.36 1.92 1.00
9.その他 0 0 0 0
表 9-2　コア人材の選抜要件（％）
選抜要件 現地 17 年 日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
1.語学力 6.1 16.7 22.2 8.0
2. 学歴（含資格，学位） 10.6 3.0 4.9 2.7
3.社内での実績 3.0 12.1 4.9 10.1
4.社内外の過去の実績 16.7 0 9.9 6.8
5.将来性 9.1 3.0 6.2 4.8
6.人柄 9.1 18.2 7.4 9.5
7.リーダーシップ 4.5 16.7 17.3 19.6
8.実行力 0 13.6 11.1 14.5
9.専門性 27.3 12.1 8.6 8.5
10.問題解決力 10.6 4.5 7.4 13.0
11.洞察力 3.0 0 0 2.7
『和光経済』第 50 巻第 2号6
ある（06 年 85.7％，17 年 90.9％）。2 回の調査で
変動はほとんどないが，強いて言えば本社人事部
が減少している（7.1％から 0％）。アジア 13 か
国の平均も子会社の社長・役員が圧倒的である
（81.1％）。韓国企業は社長・役員が 90.9％で最も
多いが，小規模企業が多いためと考えられる。現
地子会社直属上司は 9.1％で，17 年日系調査と同
じである（表 10-2）。
　11-1.　昇進させる職位（選択肢 4，全くないを
0点，あまりないを 1点，どちらかとい
うと多いを2点，非常に多いを3点とし，
回答企業の平均をとった）
　昇進させる職位は，17 年調査も子会社部長ク
ラスが圧倒的（2.36）であることに 06 年調査か
ら変動はない。アジア 13 か国の平均も子会社部
長クラスが圧倒的である（2.36）。役員になる比
率（1.36）は 06 年調査より 0.36 点上昇し，中位
数の 1.5 に近づき，アジア 13 か国平均（1.07）よ
りも 0.29 点高い。一方，子会社社長，本社役員
クラスに昇進させる比率はやや減少した。韓国企
業でもコア人材を昇進させる職位は部長クラスま
での企業が最も多い（2.10）。役員クラスに昇進
させる比率（1.73）は中位数（1.5）を超えている
が，社長に昇進させる比率（0.67）は高くなく，
06 年日系（0.75）を下回っている（表 11-1）。
　11-2.　コア人材を必要とする職種（選択肢 6，
全く必要としないを 0 点，あまり必要
としないを 1 点，どちらかというと必
要とするを 2点，非常に必要とするを 3
点とし，回答企業の平均をとった）
　必要とする職種の上位 3つのうち 2つ（財務・
経理，生産・技術）は前回調査と同様に上位に
入っているが，06 年調査では 4 位だった営業が
0.54 点増加して 1位となった。また，生産・技術
は 2.41 から 1.91 へ 0.5 点減少した。これは 17 年
の調査対象企業の進出目的は現地市場が 1位であ
るので，生産面より営業の重要性が増大している
からだと考えられる。アジア 13 か国の平均は，1
位は製造業が多いため生産・技術（2.35）で，2
位が現地当局との折衝が必要な財務・経理（2.20）
である。韓国企業は 1位営業（2.73），2位開発・
設計（2.45），3 位生産・技術（2.09）である。2
点以上はこの 3つである（表 11-2）。
　12-1.　コア人材育成の施策（選択肢 4，全く実
施していないを 0 点，あまり実施して
いないを 1 点，どちらかというと実施
しているを 2 点，大いに実施している
を 3点とし，回答企業の平均をとった）
　コア人材育成の施策は，1位の「コア人材を意
識した能力開発プログラム」1.55 で，中位数の
1.5 点を超えているものは 1つだけである。06 年
調査と同様に，今回の調査でもコア人材育成策の
実施率は高いとは言えないと考えられる。アジア
13 か国の平均で 1.5 点を超えているものはなく，
表 10-1　コア人材の対象者を最終的に決定する時期（％）
決定する時期 現地 17 年 日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
1.入社時 9.1 18.2 0 8.8
2.入社後 1年以内 0 9.1 7.1 8.4
3.入社後 1〜 3年 36.4 18.2 35.7 21.5
4.入社後 3〜 5年 45.5 9.1 14.3 28.2
5.入社後 5年以上 9.1 45.5 42.9 33.1
表 10-2　コア人材の対象者を最終的に決定するもの（％）
決定するもの 現地 17 年 日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
1.現地（子）会社直属上司 9.1 9.1 7.1 8.1
2.現地（子）会社人事部門 0 0 0 4.1
3.現地（子）会社の特別委員会 0 0 0 2.0
4.現地（子）会社社長 ･役員 90.9 90.9 85.7 81.1
5.本社人事部 0 0 7.1 5.5
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1 位の「コア人材を意識したキャリア形成」でも
1.41 で，アジア 13 か国のコア人材育成策の実施
率も高いとは言えない。韓国企業は 1位「コア人
材を意識したキャリア形成」1.64 で，中位数の
1.5 点を超えているものは 1つだけである。韓国
企業もコア人材育成の施策の実施率が高いとはい
えない（表 12-1）。
　12-2.　キャリア形成パターン（図 1，選択肢 3，
「今まで」と「今後」で 1つずつ回答）
　キャリア形成パターンは変わった。06 年調査
では，今まで 1位だったパターン 2（一定年齢ま
でに一つの職務で専門性を身につけ，その分野の
プロフェッショナルを育成するキャリア）が，今
後は大幅に減るが，今後もパターン 2が相対的に
最も多い（64.3％から 38.5％へ）。17 年調査では，
今まで 1位であったパターン 2が大幅に減り最も
少なくなり（45.5％から 18.2％へ），パターン 1
（一定年齢までに幅広い職務を経験し，将来の中
核となる人材を育成するキャリア）が今後は最多
となる。アジア 13 か国の平均では，傾向は 17 年
調査と同様に，今まで 1位だったパターン 2が減
少し，パターン 1が今後は最多となる。韓国企業
は今まではパターン 1とパターン 3（一定年齢ま
で狭い範囲の職務を経験し，企業内スペシャリス
トを育成するキャリア）が最多である（36.4％）
が，今後はパターン 1 が圧倒的に最多となる
（63.6％）。職務給と関わるパターン 2は日系企業
よりも少ない（9.1％）（表 12-2）。
　13.　コア人材を定着させるための施策（選択 9，
全く有効でないを 0 点，あまり有効でな
いを 1 点，どちらかというと有効である
を 2 点，非常に有効であるを 3 点とし，
回答企業の平均をとった）
　定着施策で有効なものは，2回の調査とも 1位
が給与・賞与の反映幅の拡大，2位が昇進・昇格
のスピード（17 年調査は能力開発機会の拡充が
同率 2位）である。3位以下は異なり，17 年調査
は 4位裁量権の拡大である。能力開発機会の拡充
表 11-1　コア人材を昇進させる職位
昇進させる職位 現地 17 年 日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
1.（子）会社部長クラス 2.10 2.36 2.31 2.36
2.（子）会社役員クラス 1.73 1.36 1.00 1.07
3.（子）会社社長 0.67 0.36 0.75 0.42
4.本社役員クラス 0.40 0 0.31 0.13
表 12-1　コア人材の育成施策
育成施策 現地 17 年 日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
1.社外の研修機関（含大
学）への派遣
1.45 0.55 1.08 1.04
2.本社へ出向させ上位の
職務を経験させる
0.82 0.64 1.57 1.11
3.コア人材を意識した能
力開発プログラム
1.20 1.55 1.00 1.21
4. コア人材を意識した
キャリア形成
1.64 1.45 0.77 1.41
表 11-2　コア人材を必要とする職種
職種 現地 17 年 日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
1.営業 2.73 2.27 1.73 1.90
2.総務・人事 1.27 1.73 1.91 1.95
3.財務・経理 1.45 2.00 2.18 2.20
4.開発・設計 2.45 1.45 1.20 1.65
5.生産・技術 2.09 1.91 2.41 2.35
6.法務・特許 1.00 1.27 1.40 1.22
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が 6位から 2位に順位を上げ，逆に報奨金・奨励
金制度は 3 位から 6 位に順位を下げている。（2
点以上は 1位の給与・賞与の反映幅の拡大のみ）。
アジア 13 か国の平均は 1位給与・賞与の反映幅
拡大，2位昇進・昇格のスピード，3位は裁量権
の拡大である。韓国企業は，1位の給与・賞与の
反映幅の拡大と 2位の昇進・昇格のスピードは日
系企業と同じであるが，同率 2位が表彰制度，福
利厚生の充実であり，日系企業と異なっている
（表 13）。
　14.　コア人材制度の評価（選択肢 12，違うを
0点，やや違うを 1点，まあそうだを 2点，
そのとおりを 3 点とし，回答企業の平均
をとった）
　選択肢の 1番から 5番はプラス評価に関するも
ので，6番から 11 番はマイナス評価に関するも
のなので両者を分けて述べる。
　（1）プラス評価に関して
　17 年調査は 1 位が「限られた資源を有効に活
用するシステムである」（2.45）で，2位は「能力
があるものを魅きつけるシステムである」と「世
の中の変化に対応できるシステムである」（2.36），
図１　コア人材のキャリア形成のパターン
年齢
1
職務
一定年齢までに幅広い職
務を経験し，将来の中核
となる人材を育成する
キャリア
年齢
2
職務
一定年齢までに１つの職
務で高度な専門性を身に
つけ，その分野のプロ
フェッショナルを育成す
るキャリア
年齢
3
1
これまで
キャリア
形成の
パターン
今後 2 3
職務
一定年齢までに狭い範囲
の職務を経験し，企業内
スペシャリストを育成す
るキャリア
表 12-2　コア人材のキャリア形成のパターン（％）
現地 17 年 日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
今までパターン 1 36.4 9.1 7.1 18.2
パターン 2 27.3 45.5 64.3 48.2
パターン 3 36.4 45.5 28.6 33.6
今後　パターン 1 63.6 54.5 30.8 40.0
パターン 2 9.1 18.2 38.5 26.5
パターン 3 27.3 27.3 30.8 33.8
表 13　コア人材を定着させる施策
定着施策 現地 17 年 日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
1.給与・賞与の反映幅拡大 2.45 2.36 2.31 2.49
2.昇進 ･ 昇格のスピード 2.18 1.91 2.18 2.26
3.能力開発機会の拡充 2.09 1.91 1.83 1.99
4.裁量権の拡大 1.80 1.64 1.92 2.00
5.報奨金 ･奨励金制度 2.00 1.55 2.00 1.75
6.ストックオプション制度 1.60 0.90 1.00 0.73
7.社内公募制 1.20 0.60 1.09 0.82
8.表彰制度 2.18 1.50 1.50 1.56
9.福利厚生の充実 2.18 1.60 1.85 1.72
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4 位「人材が流動化する中で有効な人材育成のシ
ステムである」（2.27），2点以上はこの 4つである。
06 年調査と順番は変わっているが，項目は同じ
である。韓国企業は 1位が「限られた資源を有効
に活用するシステムである」と「人材が流動化す
る中で有効な人材育成のシステムである」（2.00）
であり，2点以上はこの 2つである。コア人材制
度への評価は日系企業より高くないと思われる。
日韓企業ともに「ホワイトカラーの選抜に有効な
システムである」の評価が低い（表 14-1）。
　（2）マイナス評価に関して
　17 年調査の上位は 1位「コア人材の要件を満
たす人材が少ない」と「選抜のための基準作りや
評価が難しい」（2.36），3 位「コア人材の育成に
費用や時間がかかる」（2.00）となった。2点以上
はこの 3つで，06 年調査とは順番は変わってい
るが，項目は変わっていない。韓国企業は 1 位
「コア人材の育成に費用や時間がかかる」（2.36），
2 位「コア人材の要件を満たす人材が少ない」
（2.18）を除いて，2点以上のものはなく，コア人
材制度をマイナスに評価する度合いは日系企業よ
り低いようである（表 14-2）。
　15.　コア人材制度という考え方の受け入れに
ついて（全く受け入れられないを 0 点，
あまり受け入れられないを 1 点，どちら
かというと受け入れられるを 2 点，大い
に受け入れられるを 3 点とし，回答企業
の平均をとった）
　（1）コア人材制度の受け入れについて，07 年
調査と比べると 0.14 点増加し，2.00 となり，「ど
ちらかというと受け入れられる」の 2点に到達し
た。しかし，アジア 13 か国の平均 2.09 をわずか
に下回った。韓国企業はさらに高い 2.20 である
（表 15-1）。
　17 年調査企業のコア人材制度の受け入れにつ
いて設立年数別，ホワイトカラーの人数別，コア
人材の決定年数別にみると，
　（2）設立時期別では，6 〜 10 年の企業は無く，
11 年以上と 5年以内は 2.00 である。設立期間が
長くなるほど受け入れ度が高くなるとは必ずしも
表 14-1　コア人材制度の評価　プラス評価
現地 17 年 日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
1.世の中の変化に対応できるシステムである 1.82 2.36 2.00 2.12
2.限られた資源を有効に活用するシステムである 2.00 2.45 2.14 2.31
3.人材が流動化する中で有効な人材育成のシステムである 2.00 2.27 2.21 2.27
4.ホワイトカラーの選抜に有効なシステムである 1.64 1.45 1.93 1.85
5.能力があるものを魅きつけるシステムである 1.64 2.36 2.29 2.34
表 14-2　コア人材制度の評価　マイナス評価
現地 17 年 日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
6.選抜のための基準作りや評価が難しい 1.36 2.36 2.21 2.33
7.コア人材として選抜されたものへの負担が大きい 1.50 1.55 1.64 1.52
8.コア人材の育成に費用や時間がかかる 2.36 2.00 2.46 2.30
9.コア人材の要件を満たす人材が少ない 2.18 2.36 2.46 2.44
10.コア人材以外の社員のモチベーションが失われる 1.73 1.64 1.57 1.37
11.人間関係がギクシャクする 1.60 1.36 1.36 1.20
表 15-1　コア人材制度の受け入れ度
現地 17 年 日系 17 年 日系 06 年 13 か国平均
2.20 2.00 1.86 2.09
表 15-2　コア人材制度の設立年数別受け入れ度
（日系企業 17 年調査）
進出時期 社数 受け入れ度
11 年以上 9
2.00（内 1社は
分からないとの回答）
6〜 10 年 0
5 年以内 2 2.00
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言えない（表 15-2）。
　（3）ホワイトカラーの人数別では，1〜 9 人が
2.00，10 〜 19 人が 2.00，20 〜 29 人が企業無し，
30 〜 49 人が 3.00，50 人以上が 2.00，100 人以上
が 1.67 である。ホワイトカラーの人数が多くな
るほど受け入れ度が高くなるとは言えない（表
15-3）。
　（4）コア人材の決定年数別では，入社時が 2.00，
入社後 1年以内 2.00，同 1 〜 3 年が 2.00，同 3 〜
5 年が 2.00，同 5 年以上が 2.00 である。決定年数
が早くなるほど受け入れ度が高くなる傾向がある
とは必ずしも言えない（表 15-4）。
　第 1回目の調査と第 2回目の調査を比較すると，
中国とベトナムは設立年数が長くなるほど受け入
れ度が高くなった 13）。一方，インドでは傾向的
にはホワイトカラーの人数が多くなるほど，また
決定年数が早くなるほど受け入れ度が高くなって
いる 14）。インドネシアはいずれの傾向も特にな
い 15）。
3.　ヒアリング調査結果の概要
　ヒアリング調査は，事前に実施したアンケート
調査に協力してくれた 11 社の中から 3社を対象
に 2017 年 3 月に実施した。実施した企業は地域
別では，すべてソウル市所在である。韓国企業は，
アンケートに回答した 11 社中 4 社にヒアリング
した。地域別では，ソウル市 3社，京畿道 1社で
ある。
　1.　日系企業の業種は 3社中 B社を除く 2社が
製造業（66.7％，2 社とも素材関連製造業）で，
B社は運輸・通信業である。アンケート調査より
製造業の比率が高い。韓国企業の業種は 4社中 2
社が製造業（50.0％，消費関連製造業 E，G社），
建設・貿易業D社，コンサルタント業F社である。
　2.　日系企業の現地子会社設立年は，16 年以上
が 1社（33.3％，A社），11 〜 15 年が 1社（33.3％，
B社），5年以内が 1社（33.3％，C社）である。
5 年以内の企業の比率はでアンケート（18.2％）
より高い。韓国企業の設立年は，16 年以上前が 2
社（50％，D，E社），5 年以内が 2 社（50％，F，
G社）である。
　3.　現地子会社の企業形態は，3社すべてが日
本側の単独出資である。単独出資の比率はアン
ケート（81.8％）よりも高い。韓国企業の企業形
態は，アンケートで見たように，4社とも韓国資
本の株式会社で，外資系企業はない。
　4.　進出目的の 1位は，現地市場が 2社（A，
C社）で，第三国への輸出が 1社（B社）である。
2位以下を含めてアンケートと同様に計算すると，
現地市場（33.3％），第三国への輸出（22.2％），
以下本社等関連企業との関係と情報収集が同率で
（16.7％），法的・税制等の優遇措置（11.1％）で
ある。第三国への輸出の比率がアンケートの結果
（12.5％）よりも高い。
　5.　現地（子）会社の企業規模，日系企業は 3
社とも 300 人未満でアンケート（80.0％）よりも
小規模な企業の比率が高い。ホワイトカラーの人
数は，1 〜 9 人が 1 社，50 〜 99 人が 1 社，100
人以上が 1社である。韓国企業の企業規模は，4
社とも 300 人未満である。ホワイトカラーの人数
は，1〜 9人が 1社，10 〜 19 人が 1社，20 〜 29
人が 1社，50 〜 99 人が 1社である。
　ここからコア人材について，（1）コア人材のイ
表 15-3　コア人材制度のホワイトカラーの人数別受け
入れ度（日系企業 17 年調査）
ホワイトカラーの人数 社数 受け入れ度
1〜 9 4
2.00（内 1社は
分からないとの回答）
10 〜 19 1 2.00
20 〜 29 0
30 〜 49 1 3.00
50 〜 99 2 2.00
100 以上 3 1.67
表 15-4　コア人材制度の決定時期別受け入れ度
（日系企業 17 年調査）
社数 受け入れ度
入社時 2 2.00
入社後 1年以内 1 2.00
入社後 1〜 3年 2
2.00（内 1社は
分からないとの回答）
入社後 3〜 5年 1 2.00
入社後 5年以上 5 2.00
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メージと充足度，（2）採用方法と選抜要件，（3）
選抜の決定時期，（4）昇進させる職位と必要な職
種，（5）育成施策とキャリア形成パターンの変化，
（6）定着施策，（7）受け入れ度の順に見る。
　（1）コア人材の充足度
　コア人材の充足度は，日系企業はかなり不足 1
社，充足 2社で，アンケート（－1.18）と同様に
計算すると－0.67 で，アンケートよりも不足感は
かなり弱い。アジアの日系企業の中では充足度は
かなり高い方である。韓国企業はかなり不足 3社，
やや不足 1社で，やはりアンケート（－0.91）と
同様に計算すると－1.75 で，日系と逆にアンケー
トよりも不足感はかなり強い。
　（2）採用方法・選抜要件
　採用方法は，日系企業は本社からの派遣・出向
が 2社，以下職業紹介機構を通じての採用，他社
からヘッドハント，新聞・求人雑誌等による採用，
新規学卒者の定期採用が各 1社（複数回答）であ
る。本社からの派遣・出向がアンケート（1.36）
よりも多い。本社からの派遣・出向，他社から
ヘッドハントはもちろん職業紹介機構を通じて採
用している企業も入社後 1〜 3年でコア人材とし
ており，内部育成・内部昇進に拘っていない。韓
国企業は，求人専門のインターネット・サイトに
よる採用 4社，社員による紹介 2社，他社からの
ヘッドハント 1社（複数回答）である。
　選抜要件をアンケートと同様に計算すると，日
系企業は 1位人柄（33.3％），2位語学力（27.7％），
3 位専門性（22.2％），4 位学歴（16.7％）で，選
抜要件とされているのはこれだけである。学歴を
アンケート（3.0％）よりも重視している。韓国
企業は同様に計算すると，1位専門性（41.7％），
2 位学歴（20.8％），3 位語学力（16.7％），4 位は
同率で人柄と社内外の過去の実績（8.3％），6 位
問題解決力（4.1％）である。
　（3）選抜の決定時期について，日系企業は，コ
ア人材と見極めるのに入社後 1 〜 3 年が 2 社
（66.7％，A，C社），入社後 5年以上 1社（33.3％，
B 社）である。3 年以内という企業の比率
（66.7％）はアンケート（45.4％）より多い。韓国
企業の決定時期は，入社時 1社，1〜 3 年 2 社，
3〜 5 年 1 社で，日系企業よりもやや早期選抜・
登用している。
　（4）コア人材を昇進させる職位と必要な職種
　昇進させる職位は，日系企業は子会社社長（A
社），子会社役員（B社），子会社部長（C社）で
ある。アンケートよりも子会社社長，子会社役員
に昇進させる比率が高い。子会社部長としている
C社は，役員に登用したいが，韓国の役員の給与
は日本の役員の給与を上回る 16）ので難しいとし
ている。子会社役員以上に登用しようとしている
割合は，役員に登用したいが難しいとしているC
社を含めると 100％である。韓国企業は，社長 2
社（E，F社），役員 2社（D，G社）である。
　必要な職種は，日系企業は営業 2社，生産・技
術と財務・経理 1社である。アンケートと同様営
業が 1位である。韓国企業は営業 3社，開発・設
計 3社，生産・技術 1社である。
　（5）コア人材としての育成施策とキャリア形成
のパターンについて
　日系企業は，社外の研修機関への派遣 2社（A
社：サムスン主宰の研修に派遣，B社：世界各地
のグループ会社を集めた日本本社での研修への派
遣），コア人材を意識した能力開発プログラムが
2社（A，C社），コア人材を意識したキャリア形
成が 1社（C社）である。韓国企業は，社外研修
が 3社（G社を除く），コア人材を意識した能力
開発プログラム 1社（E社），現在積極的に行っ
ていないが，将来はコア人材を意識した能力開発
プログラムを行いたい 1社（G社）である。
　キャリア形成のパターンは，日系企業は，今後
は「一定年齢まで狭い範囲の職務を経験し，企業
内スペシャリストを育成するキャリア」であるパ
ターン 3が 2 社（A，B社），「一定年齢までに幅
広い職務を経験し，将来の中核となる人材を育成
するキャリア」であるパターン 1が 1 社（C社）
である。パターン 3と回答したA，B社も理想は
パターン 1と考えているが，事情（規模が小さく，
部署が多くない等）によりパターン 3にせざるを
えないとのことであった。職務給制をとっている
企業はなかった。
　韓国企業は，「一定年齢まで 1つの職務で高度
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な専門性を身に着け，その分野のプロフェッショ
ナルを育成するキャリア」であるパターン 2が 2
社（E，G社），狭い職務を経験させるパターン 3
が 1 社（D社），幅広い職務を経験させるパター
ン 1が 1社（F社）である。幅広い職務を経験さ
せるパターン 1と回答したのは 1社であるが，パ
ターン3と答えたD社は理想はパターン1であり，
パターン 2と回答した G社も将来的にはパター
ン 1をとりたいとしている。
　（6）コア人材を定着させるために有効な施策
　日系企業は，「給与・賞与の反映幅の拡大」が
2社，「昇進・昇格のスピード」が 1社，「福利厚
生の充実」が 1社である。韓国企業は，「給与・
賞与の反映幅の拡大」と「昇進・昇格のスピー
ド」が各 3社，「福利厚生の充実」，「能力開発機
会の拡充」，「表彰制度」が各 2社，「裁量権の拡
大」，「報奨金・奨励金制度」が各 1社である。
　（7）コア人材制度については，日系企業は，3
社とも「どちらかというと受け入れられる」であ
るので，アンケートと同様に計算すると，2.00 で
アンケート（2.00）と同じである。韓国企業は，
大いに受け入れられる 2 社（F，G社），どちら
かというと受け入れられるは 1社（E社），コア
人材制度自体の検討が必要が 1 社（D社）であ
る。D社を除いてアンケートと同様に計算すると，
2.67 でアンケート（2.20）よりも高かった。
4.　終 わ り に
　コア人材の育成にどのように取り組んでいるか
を 17 年調査について，06 年調査と韓国企業との
比較を中心に見てきたが，（1）内部昇進・内部育
成に関わる採用方法，（2）早期選抜・登用に関わ
る決定時期，（3）経営者層となれるかに関わる昇
進させる職位，（4）職務給制度の採用と関わる
キャリア形成のパターン，（5）コア人材制度の受
け入れ度について，アンケート調査とヒアリング
調査を総合すると，以下のとおりである。
　1.　内部昇進・内部育成に関わる採用方法につ
いて，日系企業は職業紹介機構による採用が多い
が，ヒアリングによれば，入社後 1〜 3年でコア
人材としている企業もあり，内部育成・昇進に
拘っていない。韓国企業はインターネット・サイ
トによる採用や社員による紹介が主であるが，ヒ
アリングによれば，一部にヘッドハントも見られ，
やはり内部育成・昇進に拘っていないようである。
　2.　早期選抜・登用に関わる決定時期について，
17 年調査は 06 年調査とあまり変わらず，アジア
13 か国平均よりも遅い。この傾向は，ヒアリン
グでも同様である。韓国企業の選抜・登用は 17
年調査の日系企業よりも少し早い程度で，それほ
ど早いとはいえない。
　3.　経営者層となれるかに関わる昇進させる職
位について，コア人材が昇進できる職位も子会社
部長までが圧倒的なのは 06 年調査と変わらない。
それでも役員になる比率（1.36）は 06 年調査よ
り 0.36 点上昇し，中位数の 1.5 に近づき，アジア
13 か国平均（1.07）よりも高い。ヒアリングで，
日系企業が役員（経営者層）に韓国人を登用する
のが難しい理由の一つに，韓国では役員の給与が
日本の役員の給与を上回る点が挙げられていた。
役員まで昇進する比率は韓国企業の方が当然高い
が，社長に昇進させる比率（0.67）は高くなく，
06 年日系（0.75）を下回っている。
　4.　キャリア形成のパターンについて，17 年調
査の日系企業では職務給制度の採用と関わる 1つ
の職務に限定するキャリアパターン 2を取る企業
は減少し，今後は 3つのパターンの中で最も少な
くなる。パターン 2をとる韓国企業も少ない。日
韓企業とも職務給制度は進んでいない。
　5.　コア人材制度の受け入れ度について，17 年
調査の日系企業は受け入れ度が 06 年日系より少
し上昇し，2 点丁度に到達したが，アジア 13 か
国平均を下回った。韓国系企業の受け入れ度
（2.20）は日系より少し高いが，調査した外国企
業の中（ベトナム第 2回調査 2.4717），ミャンマー
2.4318），インドネシア 1.85，モンゴル 1.8319））で
は中位である。
【注】
1） 百本和弘『韓国経済の基礎知識　第 2版』ジェトロ，233 頁。
2） 山田奈緒子「国際人的資源管理」『理論とケースで学ぶ国際
ビジネス』三訂版，同文舘，10 章，2012 年。
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3） 古沢昌之「グローバル企業の人的資源管理」（『新グローバ
ル経営論』白桃書房，10 章，2007 年）。10 年後の現在も
「日系企業には，ガラスの天井がある（一定以上の役職には
就けない）と思われて」（『ジェトロセンサー』「新興国ビジ
ネス最前線」）おり，日系企業側も人的資源管理に課題があ
ることを自覚しており，「グローバルに最優秀な人材を引き
付けられる魅力ある処遇体系に」することが，重要度と達
成度のギャップが大きい要件の 3位となっている（一條和
生・野村総合研究所グローバルマネジメント研究チーム編
著『グローバル・ビジネス・マネジメント―経営進化に向
けた日本企業への処方箋』中央経済社）。
4） 笠原民子「日本企業における経営現地化の諸課題―HRM
システム改革の重要性―」『アジア経営研究』No.19，2013 年。
5） 鈴木岩行「アジアにおける日系企業の人的資源管理」『アジ
ア経営研究』No.7，2002 年。
6） 鈴木岩行が『和光経済』に執筆した一連の論文を参照のこ
と。中国，インド，インドネシア，ベトナム，韓国，シン
ガポール，マレーシア，タイで 2回調査を行った。
7） コア人材制度の受け入れ度が 2点を下回る国は，第 1回調
査の中国とベトナム，韓国，インドネシア，ミャンマーの
5か国である。
8） 2005 年段階では，尹大栄（「韓国企業の経営システム」王
効平・尹大栄・米山茂美『日中韓企業の経営比較』第 3章）
と鄭在勲（「韓国企業における構造改革と雇用調整，人事問
題」塚田広人編著『雇用構造の変化と政労使の課題―日
本・韓国・中国―』第 5章）はアメリカ型の成果主義が韓
国で進みつつあるとしている。
9） 韓国現地企業のアンケート調査は，黄八洙が行った。
10） 2010 年代になると，金東培（「経済危機以降の人事労務管
理の変容」禹宗杬編著『韓国の経営と労働』第 2章）と安
煕卓（「韓国企業の職務重視の人的資源管理」安煕卓『韓国
企業の人的資源管理―その特質と変容』第 9章）は実際は
韓国的な長期雇用とアメリカ型の成果主義の結合型で，職
務給は進んでいないとしている。
11）鈴木岩行「インドにおける日系企業のコア人材育成」『和光
経済』第 49 巻第 2号，2016 年。
12）鈴木岩行「インドネシアにおける日系企業のコア人材育成」
『和光経済』第 49 巻第 3号，2017 年。
13）第 1 回目の調査と第 2回目を比較すると，コア人材制度の
受け入れ度は，中国で 1.90 から 2.49 へ 0.59 点（鈴木岩行
「中国における日系企業のコア人材育成―2002 年調査との
比較を中心に」『和光経済』第 45 巻第 3号，2013 年），ベト
ナムで 1.61 から 2.24 へ 0.63 点（鈴木岩行・黄八洙「ベトナ
ムにおける日系企業のコア人材育成―2007 年調査および現
地企業・韓国系企業との比較を中心に」『和光経済』第 50
巻第 1号，2017 年）大幅に上昇している。
14）前掲，鈴木（11）。
15）前掲，鈴木（12）。
16）「2014 年における 1世帯当たり平均経常収入を所得十分位
別に見ると，……平均額は日本の 9割の水準，……所得階
層別に見ると，……（最も所得の高い）第X分位に至って
は日韓が逆転している。」（百本和弘著『韓国経済の基礎知
識　第 2版』70 頁）。
17）ベトナム第 1回調査では 2.13 であった。インドネシア調査
とも鈴木岩行・谷内篤博編著『インドネシアとベトナムに
おける人材育成の研究』八千代出版。
18）鈴木岩行「ミャンマー企業におけるコア人材育成」『和光経
済』第 48 巻第 1号，2015 年。
19）鈴木岩行「モンゴル企業における人材育成」『和光経済』第
46 巻第 1号，2013 年。。
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［1］鈴木岩行・張喬森・黄八洙・尤艶輝「中国における外資系
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『和光経済』第 50 巻第 2号14
事例1　素材関連製造業A社
1.　会 社 概 要
業　　種：化学製品の製造
設立年月：1988 年 7 月
進出目的：第 1位現地市場，第 2位法的・税制等
の優遇措置，第 3 位第三国への輸出（韓国の
FTAを活用して海外へ輸出することが目的）
企業形態：日本側のみの出資（韓国進出当初は韓
国企業との合弁だったが，後に解消し，単独出資
となった）。
現地従業員数：200 人
管理職数，役員数：韓国では役職を非常に重視す
る。例えば，日本での本部長が韓国では副社長，
日本の部長が韓国では常務となる。そのため日本
的な感覚で管理職をとらえられないため，回答不
能。
　日本人代表理事（日本企業の社長に相当）にヒ
アリングを行った。
2.　コア人材の充足度
　韓国では就職難のため，同社の規模では日本で
採用できないレベルの人を韓国で採用できるので，
コア人材は充分である。インターネットで 2人募
集すると，200 人応募者があるほどである。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材の採用は新規学卒者の定期採用，新
聞・雑誌等による採用を主にしている。面接は韓
国人スタッフと理事（役員）が行う。日本本社か
らの派遣・出向も多い（日本から常時 6〜 7人出
向している）。
　コア人材の選抜要件として，同社は化学メー
カーであるため第一に専門性である。第二に学歴
で，有名大卒は身元保証にもなる。第三に語学力
である。同社は日本本社からの派遣・出向が多い
こともあり，日本語の学習を義務付けている。コ
ア人材にはビジネス能力＋語学力が必要と考えて
いる。
　コア人材となるかの最終決定は，現地子会社の
日本人社長と韓国人の役員で最終的に決める。
　コア人材に決定するまでの期間は，入社後 1年
から 3年以内と考えている。韓国は兵役があるた
め，入社年齢が高く，また 3年で頭角を現せない
ようではコア人材にはなれないと考えている。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策として，社外の研修機関へ
の派遣やコア人材を意識した能力開発プログラム
を行っている。社外の研修機関への派遣は，同社
はサムスンと取引があり，サムスンと取引がある
協力企業は，サムスンが従業員教育を行ってくれ
るので，それに派遣している。また，コア人材を
意識した能力開発プログラムとして，韓国の管理
教育プログラムを採用している。日本本社へ出向
させることは，中国子会社ではすでに行っている
ので，韓国でもいずれ行いたいと考えている。
　コア人材のキャリア形成としては，これまでも
今後も一定年齢まで狭い範囲の職務を経験させ企
業内スペシャリストを育成する方法である。理事
になる人材には幅広い職務知識が必要だが，同社
の規模はそれほど大きくなく，部署が多くないた
め狭い範囲の職務を経験させることしかできない。
5.　コア人材の職種と評価・活用
　コア人材として，営業職，財務・経理職，生
産・技術職が必要である。中でも同社は現地市場
を第一の目的としているため，特に営業職が必要
である。
　コア人材の昇進は，すでに現地子会社の理事
（役員）はいるので，理事までは可能である。将
来的には韓国人を代表理事にしたいと考えている。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策としては，昇進・昇格のス
ピード，給与・賞与の反映幅の拡大，能力開発機
会の拡充，表彰制度，福利厚生の充実が有効と考
えているが，なかでも昇進・昇格のスピードが最
も有効である。韓国では人に負けるなという教育
をしているので，速く昇進・昇格させることが定
着策となる。ただ，韓国では定年が 5年延長され
60 歳となったため昇進・昇格システムの見直し
が迫られている。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，育成に費用や時間がかかるが，
能力があるものを惹きつけるシステムであるため
どちらかというと受け入れられる。本来は大いに
受け入れられるとしたいところであるが，コア人
材制度を厳格に適用すると，競争についていけな
いものが離職する恐れがある。
資料　ヒアリング調査の記録　韓国における日系企業（3社ともソウル市）
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事例2　運輸・通信業B社
1.　会 社 概 要
業　　種：海運業
設立年月：2004 年 9 月
進出目的：第 1位第三国への輸出，第 2位本社等
関連企業との関係，第 3位情報収集
企業形態：単独出資
現地従業員数：90 人（内ホワイトカラー 90 人）
管理職数：30 人（内日本人 0）
役 員 数：4人（日本人 1人，副社長）社長は韓
国人，役員の内 2人は同社の生え抜きである。
　韓国人社長は韓国の大手海運会社を退職した人
で対外的に同社を代表している。日本人副社長は
社内のマネジメントと韓国事情の日本本社への連
絡役を務めている。
　日本人副社長にヒアリングした。
2.　コア人材の充足度
　コア人材はかなり不足していると感じている。
韓国では一流人材は官庁や財閥企業を志向するた
め，日系の海運業には来ないためである。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材は，日本本社からの派遣・出向が最も
多い（前述のように，同社のマネジメントは日本
人副社長が行っている）。他社からヘッドハント，
新規学卒者の定期採用，関連企業等からの出向・
転籍，インターネットによる採用も行っている。
他社からのヘッドハントは同業他社から流出した
人材の採用で，新規学卒者の採用は補充が中心で
ある。
　コア人材の選抜要件は，第一に人柄，第二に語
学力，第三に学歴である。船会社の業務はルー
ティンワークが多く，最優秀な人は不要である。
チームワークが重要で，地道に熱意を持って取り
組む人が必要である。学歴もそこそこの大学卒で
あればよい。
　コア人材を最終的に決定するのは子会社の韓国
人社長と日本人副社長であり，決定する時期は，
同社は年功序列的になっていることもあり入社後
5年以上である。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　同社は世界的な海運会社のため，コア人材の育
成施策は，世界各地のグループ会社のコア人材を
年数回日本本社に集め，世界共通の業務教育を
行っている。そこで学んだことを各国の子会社に
フィードバックしている。
　コア人材のキャリア形成は，ある程度の知識の
広がりが必要なため，今までも今後も一定年齢ま
でに狭い範囲の職務を経験し，企業内スペシャリ
ストを育成する方法である。幅広い職務を経験さ
せる方法が理想だが，子会社はスリム化している
ため不可能である。
5.　コア人材の職種と評価・活用
　コア人材の職種としては，韓国で荷を集めて第
三国へ輸出しているので営業職が最も必要である。
総務・人事職，財務・経理職も必要としている。
　コア人材の昇進は，部長クラスは当然であり，
前述のようにすでに役員にも韓国人が昇進してい
るので，役員も可能と考えている。
6.　コア人材の定着策
　給与・賞与の反映幅の拡大，昇進・昇格のス
ピード，能力開発の機会の拡充，裁量権の拡大が
コア人材の定着に有効である。中でも給与・賞与
の反映幅の拡大と韓国では肩書が重要なので昇
進・昇格のスピードが最も有効であると考えてい
る。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，選抜のための基準作りや評価
が難しく社内でのコア人材育成は難しいが，限ら
れた資源を有効に活用するシステムであるため，
どちらかというと受け入れると考えている。日系
企業は韓国企業ほど競争が厳しくないため，居心
地の良さを選ぶ人が残ると思われる。
『和光経済』第 50 巻第 2号16
事例3　素材関連製造業C社
1.　会 社 概 要
業　　種：ガラス製品製造
設立年月：2012 年 1 月
企業形態：単独出資
進出目的：第 1位現地市場，第 2位情報収集，第
3位本社等関連企業との関係
　麗水に工場があり，同社は販売子会社である。
現地従業員数：5人（全員ホワイトカラー）
管理職数：5人（内日本人 1人）韓国人の部長，
次長，課長，係長と日本人係長
役 員 数：1人（日本人社長）
　日本人社長にヒアリングした。
2.　コア人材の充足度
　コア人材は，現在の規模では能力的にも価値観
的にも充分であると感じている。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材の採用は，職業紹介機構を使い，面接
時に日本語に翻訳させて，採否を決めている。
　コア人材の選抜要件は，第一に人柄，第二に語
学力，第三に専門性である。日系企業に来る人は
おとなしく，韓国企業に合わない人である。社内
言語は日本語なので，コア人材の要件として日本
語は必要である。
　コア人材は現地子会社の日本人社長が決定する。
決定する時期は，今のところ中途入社ということ
もあり，入社後 1〜 3年である。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策として，コア人材を意識し
た能力開発プログラムやコア人材を意識したキャ
リア形成を行っている。コア人材を意識した能力
開発プログラムはコンサルタント会社の教育プロ
グラムを導入している。コア人材を意識したキャ
リア形成では，例えば営業次長に工場の管理部長
を目指させて，会計の資格を取るように指導して
いる。
　コア人材のキャリア形成は，今までは狭い範囲
の職務を経験し，企業内スペシャリストを育成す
る方法であったが，今後は幅広い職務を経験し，
将来の中核となる人材を育成する方法に変えるつ
もりである。理由の一つに，韓国で定年が 5年延
長したことがある。定年まで勤めるには幅広いス
キルを身に付けなければならないと考える。
5.　コア人材の職種と評価・活用
　コア人材の職種として，メーカーなので先ず生
産・技術職が必要である。また，関連会社から外
注していたものが，連結決算になると，内製とな
るので財務・経理職も必要である。
　コア人材の昇進は，部長までは可能であり，理
想的には役員も現地化したいと考えている。しか
し，人件費が韓国の役職者は日本より高いため難
しい。課長クラスで日韓が逆転する。
6.　コア人材の定着策
　給与・賞与の反映幅の拡大，昇進・昇格のス
ピード，能力開発の機会の拡充，福利厚生の充実
がコア人材の定着に有効である。中でも給与・賞
与の反映幅の拡大が最も有効である。きちんとし
た人事・評価制度ができることが将来的に従業員
にとってもハッピーになるだろうと考えている。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，コア人材の要件を満たす人材
が少ないが，限られた資源を有効に活用するシス
テムであるので，どちらかというと受け入れられ
ると思われる。社長を入れて 6人の小所帯である
ため，コア人材の要件を満たす人材を見出すのは
難しい。
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事例1　建設・不動産業D社（ソウル市）
1.　会 社 概 要
業　　種：建設及び建材の輸入販売。工事はプロ
ジェクト単位で協力会社を活用している。
設立年月：1994 年 3 月
企業形態：株式会社
従業員数：30 人（内ホワイトカラー 26 人）。
役 員 数：3人
　2017 年 3 月に，社長と人事担当の総務次長に
ヒアリングを行った。
2.　コア人材の充足度
　建設業と外国建材の輸入販売を行っているため，
コア人材は通常のビジネス能力に加えて英語と建
築関連知識が求められる。長期的視点では，その
ような人材はかなり不足している。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材の採用は求人専門のインターネット・
サイトを通じた採用が非常に多い。欠員や人材不
足を感じたときに採用するので新規学卒者の定期
採用はあまりない。そして，特定の技能や資格の
人材が要る場合は，社員の紹介により採用してい
る。
　コア人材の選抜要件としては，第一に学歴，第
二に専門性，第三に語学力を重視している。
　コア人材の最終決定は，社長・役員が行ってい
る。コア人材に決定するまでの期間は，入社後 3
〜 5 年であり，3年ほど経つと業務を覚えて能力
を発揮できると考えている。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策として，海外のパートナー
企業へ派遣し，専門技術のワークショップへ参加
（約 1週間）させている。国内の建築関連専門セ
ミナーへの参加等も行っている。
　コア人材のキャリア形成としては，一定年齢ま
でに幅広い職務を経験し，将来の中核となる人材
を育成するパターンが理想的ではあるが，営業と
建築施工のように業務内容の違いが大きいことで，
これまでも今後も，一定年齢までに狭い範囲の職
務を経験し，企業内のスペシャリストを育成する
パターンをとっている。
5.　コア人材の昇進と必要とする職種
　すでに役員までおり，コア人材の昇進は役員ま
でと考えている。
　コア人材として必要とする職種は，開発・設計
や営業部門である。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策としては，従業員全体として
は給与・賞与の反映幅の拡大が有効であるが，コ
ア人材においては昇進・昇格のスピード，能力開
発機会の拡充，表彰制度，福利厚生の充実等が有
効である。
7.　コア人材に対する考え方等
　企業において人材が最も重要な資産であること
は間違いないが，現状ではまずコア人材制度自体
の研究や検討を深める必要があると考えている。
資料　ヒアリング調査の記録　韓国における現地企業
『和光経済』第 50 巻第 2号18
事例2　消費関連製造業E社（京畿道）
1.　会 社 概 要
業　　種：印刷・出版
設立年月：1999 年 10 月
企業形態：株式会社
従 業 員：200 人（内ホワイトカラー 50 人）
役 員 数：6人
　2017 年 3 月に，担当部長（管理部長）にヒア
リングを行った。
2.　コア人材の充足度
　営業，開発・設計，生産・技術部門におけるコ
ア人材がかなり不足している。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材は，求人専門のインターネット・サイ
トを通じた採用が非常に多い。また，職業紹介機
構を通じての採用や新規学卒者の定期採用も比較
的多い。
　コア人材の選抜要件としては，第一に語学力，
第二に専門性，第三に問題解決力を重視している。
語学力は主に海外からの印刷を請け負っている関
係で英語力を重視している。専門分野への教育は
とても難しいので，ある程度専門性を備えた人材
を求めている。プロジェクト単位の仕事が多いこ
とで，問題が生じた時の対応や解決力が必要であ
る。
　コア人材になるかの最終決定は，各部門の人材
について一番良く知っている部門長（直属上司）
が行っている。コア人材に決定するまでの期間は，
入社後 1〜 3年であり，この期間であれば業務能
力やコア人材としての才能を見極めることができ
る。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策として，労働雇用部（省）
が運営するHRD-Net の企業訓練プログラムを活
用した職務能力開発を行っている。また，海外で
の図書展示会出展時に派遣している。
　コア人材のキャリア形成は，海外営業や印刷関
連業務は専門性が高いので，今までも今後も，一
定年齢までに 1つの職務で高度な専門性を身につ
け，その分野のプロフェッショナルを育成する
キャリア形成パターンである。
5.　コア人材の昇進と必要な職種
　コア人材の昇進については，将来社長まで可能
だと考えている。
　コア人材を必要とする職種は営業，開発・設計，
生産・技術部門である。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策としては，プロジェクト単位
の報奨金・奨励金制度が有効であり，給与・賞与
の反映幅の拡大，昇進・昇格のスピード，能力開
発機会の拡充，裁量権の拡大，福利厚生の充実等
も有効である。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は世の中の変化に対応できるシス
テムであり，限られた資源を有効に活用するシス
テムである。また、人材が流動化する中で有効な
人材育成のシステムである。当社は専門性が高い
人材の育成が求められることもあり，受け入れら
れる制度である。
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事例3　サービス業 F社（ソウル市）
1.　会 社 概 要
業種・事業内容：経営コンサルティング
設立年度：2015 年
企業形態：株式会社
従 業 員：5人（全員ホワイトカラー）
役 員 数：1人
　2017 年 3 月に，親会社の社長にヒアリングを
行った。
2.　コア人材の充足度
　コア人材がかなり不足している。特に大企業が
求める案件について対応できる人材が不足してい
る。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材は主に他社からのヘッドハンティング，
社員による紹介，インターネット・サイトによる
採用の方法を取っている。
　コア人材の選抜要件として，第一に専門性，第
二に人柄，第三に学歴を重視している。コンサル
ティングは専門分野の専門性を活かしての業務で
あるので，専門性と学歴が重要である。各種の情
報を取り扱う仕事であるため、倫理観の側面で人
柄も重視している。
　コア人材となるかの最終決定は，親会社社長が
している。コア人材に決定するまでの期間は，入
社後 1〜 3年である。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策として，海外研修・セミ
ナー事業も行っているので，外国語教育支援や海
外（主に日本）現地研修事業への派遣などを行っ
ている。
　コア人材のキャリア形成としては，小規模コン
サルティング企業であるため，専門性を持ちなが
らも幅広い業務を遂行しなければならない。その
ような視点から今までも今後も，一定年齢までに
幅広い職務を経験し，将来の中核となる人材を育
成する。
5.　コア人材の昇進と必要な職種
　コア人材の昇進については，すでに社長になっ
ているものがいるので、社長まで可能と考えてい
る。
コア人材として、顧客ニーズに的確に合わせるこ
とや新たなニーズを創出できるプログラム開発が
できる能力及びコンサルティングの企画・運営が
できる人材が必要である。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策としては，給与・賞与の反映
幅の拡大，自社株購入権制度，表彰制度がとても
有効である。また，能力開発機会の拡充や福利厚
生の充実等も有効である。
7.　コア人材に対する考え方
　限られた資源を有効に活用するシステムであり，
人材が流動化する中で有効な人材育成のシステム
である。ホワイトカラーの選抜に有効なシステム
であり，能力があるものを魅きつけるシステムで
ある。しかしコア人材の育成に費用や時間がかか
ることや，コア人材の要件を満たす人材が少ない
が，企業内ではコア人材が必要不可欠であり，積
極的に育成すべきであるので，積極的に受け入れ
られる。
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事例4　消費関連製造業G社（ソウル市）
1.　会 社 概 要
業　　種：歯磨き粉の製造・販売・輸出
設立年度：2012 年 1 月
企業形態：株式会社
従 業 員：21 人（内ホワイトカラー 11 人）
役 員 数：3人
　2017 年 3 月に，副社長にヒアリングを行った。
2.　コア人材の充足度
　コア人材は，総合的にはやや不足しているが，
特に営業部門の人材がかなり不足している。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材の採用は，求人専門のインターネッ
ト・サイトを通じた採用が非常に多い。また，経
営陣の知人からの紹介や社員の紹介による採用も
比較的多い。
　コア人材の選抜要件として，第一に専門性，第
二に社内外での過去の実績，第三に学歴を重視し
ている。そして，製造・開発に関わる技術の専門
性が重要であり、即戦力となる経験豊かな人材の
採用に努めている。
　コア人材は社長・役員が決定している。業務経
験が豊かな人材を採用しているので決定時期は入
社時である。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策として，現状では積極的に
行っていないが，将来的にはコア人材の能力開発
プログラムを積極的に実施したい。
　コア人材のキャリア形成は，今までは，一定年
齢までに 1つの職務で高度な専門性を身につけ，
その分野のプロフェッショナルを育成するキャリ
ア形成パターンである。自社の成長に伴う規模拡
大を考えると，広い視野で企業経営をみる必要が
あるので，今後は，一定年齢までに幅広い職務を
経験し，将来の中核となる人材を育成する方法に
したいと考えている。
5.　コア人材の昇進と必要な職種
　コア人材の昇進は，すでにいる役員までを考え
ている。
コア人材に必要な職種は，生産・技術、開発・設
計、営業であり，特に営業部門の人材がかなり必
要である。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策として，給与・賞与の反映幅
の拡大や昇進・昇格のスピードが非常に有効であ
る。また，能力開発機会の拡充，裁量権の拡大，
表彰制度，福利厚生の充実等も比較的有効である。
7.　コア人材に対する考え方
　世の中の変化に対応できるシステムであり，限
られた資源を有効に活用するシステムである。ま
た、人材が流動化する中で有効な人材育成のシス
テムである。一方では，コア人材の育成に費用や
時間がかかることや選抜のための基準作りや評価
が難しい点等もある中，経営環境の変化が激しい
今日では，会社のビジョン・目標・文化を共有し
ながら企業を発展させていくためには，コア人材
の資質や役割が重要である。そのような観点から
コア人材制度は積極的に受け入れられる。
（2017 年 10 月 13 日　受稿）2018 年 1 月 24 日　受理
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